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・一時生活支援   

1

  2件 ・一時生活支援　　 5件 ・学習支援
・家計改善支援   3世帯 ・家計改善支援　 2世帯 　集合型学習教室　44回
・学習支援 ・学習支援
　集合型学習教室　44回 　集合型学習教室　44回

　生活困窮者に対し、対象者と相談を重ねつつ、ハローワークと連携した就労支援を行い、生活困窮世帯の自立支援に努

成果
めた。

　生活困窮者自立支援事業に従事する者は、多様で複合的な課題を抱える生活困窮者への包括的な支援が適切に行えるよ

う、十分な専門性を有することが重要であるため、相談員の資質の向上が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動
指標
活動
指標

近隣市の任意事業の実施状況（令和5年度）
他市との 　就労準備支援事業：安城市、知立市、高浜市、碧南市　　一時生活支援事業：安城市、知立市、碧南市
比較検証 　家計改善支援事業：安城市、知立市、高浜市、碧南市　　学習・生活支援事業：安城市、知立市、高浜市

、碧南市

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 16,295 12,780 10,770 17,486 合計 10,770

Ｄ

,392 円
報酬 6,

　

830,709 円

財

　

　
源

特定財源 12,1

　

24 9,483 7,8

Ｏ

93 12,841 職員

　

手当等 1,383,9

　

12 円
報償費 473

∧

,909 円

一般財源

　

4,171 3,297

　

2,877 4,645

実

旅費 185,580 

　

円
需用費 66,259

　

 円

職員人件費　② 2

施

4,984 27,10

　

5 21,484 17,

　

833 役務費 47,4

∨

73 円
委託料 94,050 円

総事業費（①＋②） 41,279 39,885 32,254 35,319 使用料及び賃借料 6,200 円
扶助費 1,682,300 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 生活困窮者自立相談支援事業
費等負担金（国）

７年度以降の事業費見込 0 生活困窮者就労準備支援事業
費等補助金（国）

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安心

令

基本施策 地域福祉
施策

和

体系
施策の内容 生活困

５

窮者への支援

目
　
　
　

年

的

　経済的に困窮し、

度

最低限度の生活を維持

評

す

主
た
る
内
容

〇自立相

価

談支援：就労の支援や

）

その他必要な
ることが

刈

できなくなるおそれの

谷

ある人に支援   情報

市

の提供及び助言等を行

事

う。
を行うことで自立

務

の促進を図る。 〇住居

事

確保給付金：離職等に

業

より住居を失っ
  た

評

又は失うおそれのある

価

人に給付金を支給
  

シ

する。
〇就労準備支援

ー

：就労に必要な知識及

ト

び能力
  の向上に必

（

要な訓練を行う。
〇一

様

時生活支援：一定の住

式

居を持たない人に
  

１

支援を行う。
〇家計改

）

善支援：家計再建を支

会

援する。
〇学習・生活

計

支援：学習支援及び子

名

どもの将
  来の自立

担

に向けた包括的支援を

当

行う。

位
置
づ
け

関連計

部

画

根拠法令 生活困窮者

福

自立支援法

対象者 生活

祉

困窮者等 事業期間 平成

健

２７年度 ～

実施方法 ■

康

直営　□委託　□指定

部

管理　□補助・助成　

一

□その他

般会計
生活困窮者

Ｂ
　
事
　

自

業
　
実
　
績

３年度実績

立

４年度実績 ５年度実績

支

６年度計画

・自立相談

援

支援 ・自立相談支援 ・

事

自立相談支援 生活困窮

業

者からの相談に対し､

担

　新規相談件数　 6

当

92件 　新規相談件数

課

　 429件 　新規相

生

談件数　 302件 実

活

情や希望に合わせた助

福

言や
・住居確保給付金

祉

　43件 ・住居確保給

課

付金　33件 ・住居確

款

保給付金　11件 支援

項

を行う。
　※新型コロ

目

ナウイルス感染 　※新

担

型コロナウイルス感染

当

・就労準備支援　　 

係

2人
　　症による要件

生

拡充 　　症による要件

活

拡充 ・一時生活支援　

支

　 5件
・就労準備支

援

援 　　3人 ・就労準

係

備支援　　 0人 ・家

3

計改善支援　 2世帯



1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　生活困窮者

令

自立支援事業は、生活

和

保護に至る前の段階の

６

・法的業務
高い

自立支

年

援策の強化を図るため

度

生活困窮者に対して包

（

括的な
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 支援を

和

行うものであり、生活

５

困窮者の自立と尊厳の

年

確保及
・市民生活上必

度

要である　など び生活

評

困窮者支援を通じた地

価

域づくりを目的とした

）

制度で
あるため、必要

刈

性の高い事業である。

谷

　生活困窮者自立支援

市

事業は、様々な関係機

事

関や特定非営
・コスト

務

の節減、費用対効果
高

事

い
利活動法人などの民

業

間団体などと緊密な連

評

携、協働のもと
効率性

価

・執行体制の効率性 で

シ

展開しており、適正に

ー

事業を実施するための

ト

執行体制を
・手段の最

（

適性　など 整えている

様

ため、効率性が高い。

式

　生活困窮者自立支援

２

事業のうち、自立相談

）

支援事業及び
・市が主

会

体となって実施する
高

計

い
住居確保給付金は法

名

定必須事業であり、ま

担

た就労準備支援
妥当性

当

　べき事業であるか 事

部

業や家計改善支援事業

福

は国が一体的な実施を

祉

促進してい
・総合計画

健

との整合性　など るこ

康

とから、市が主体とな

部

って実施することは妥

一

当性が高
い。
　就労、

般

家計改善、学習支援を

会

通じた包括的な支援に

計

より

施策への ・施策へ

生

の貢献度
高い

生活に困

活

窮する者の自立を促し

困

ていることから、施策

窮

への
・目標達成度 貢献

者

度が高い。
貢献度 ・市

自

民サービスへの効果　

立

など

今後の方向性 □拡

支

充　□現状維持　■改

援

善・効率化　□縮小　

事

□終期設定　□休止・

業

廃止

　食料品や光熱費

担

等の価格高騰が長期化

当

する中、困窮者が抱え

課

る課題も複合化してい

生

る。既存の制度を十分

活

に活用で
きるような案

福

内や、制度の改正に迅

祉

速に対応する柔軟性が

課

求められており、職員

款

の資質の向上を図る必

項

要がある。関
係機関と

目

密に連携をとりながら

担

、生活困窮者の自立に

当

向けた支援体制を整備

係

していく必要がある。

生活支援

Ｃ
 
　
Ｈ
 

係

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

3

∧
　
評
　
価
　
∨

1



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 930,560 7,000 合計 930,560,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 894,980 7,000 交付金 930,560,000 円

一般財源 0 0 35,580 0

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 930,560 7,000

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金（国）

７年度以降の事業費見込 0 物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金（国）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

電力・ガス・食料品等価格高騰低所得世帯

支援給付金支給事業

令和６年度

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

（

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

令

事
　
業
　
概
　
要

総合計

和

画
分野 福祉安心

基本施

５

策 地域福祉
施策体系

施

年

策の内容 生活困窮者へ

度

の支援

目
　
　
　
的

　電

評

力・ガスを含むエネル

価

ギー・食料品価格

主
た

）

る
内
容

　住民税均等割

刈

が非課税のみの世帯（

谷

課税者
等の物価高騰に

市

よる負担を軽減するた

事

め、給 の扶養親族のみ

務

の世帯を除く。）及び

事

家計が
付金を支給する

業

ことで、困難に直面し

評

た世帯 急変し世帯全員

価

が住民税非課税相当と

シ

なった
等の生活・暮ら

ー

しを支援する。 世帯に

ト

対し、6月1日を基準

（

日として1世帯当た
り

様

3万円、12月1日を

式

基準日として1世帯当

１

たり
7万円を支給する

）

。

位
置
づ
け

関連計画

根

会

拠法令

対象者 事業期間

計

令和５年度 ～ 令和６年

名

度

実施方法 ■直営　□

担

委託　□指定管理　□

当

補助・助成　□その他

部 福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

３年度実績 ４年度実

担

績 ５年度実績 ６年度計

当

画

　 　 電力・ガス・食

課

料品等価格高 （Ｒ5繰

生

越分）
　 　 騰低所得世

活

帯支援給付金の支 電力

福

・ガス・食料品等価格

祉

高
　 　 給 騰低所得世帯

課

支援給付金の支
　 　 ・

款

6月1日を基準日とし

項

た給付 給
　　　―――

目

―――― 　　　―――

担

―――― 　非課税世帯

当

　　8,920世帯
　

係

家計急変世帯　　 1

生

7世帯
・12月1日を

活

基準日とした給付
　非

支

課税世帯　　9,46

援

4世帯

　住民税非課税

係

世帯等に対する給付金

3

を対象者に適正に支給

1

することができた。

成

8

果

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動
指標
活動
指標

他市との
比較検証



価格高騰低所得世帯

支援給付金支給事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視

令

点からの評価 評価の理

和

由

　電力・ガス・食料

６

品等の価格高騰により

年

、家計への影響
・法的

度

業務
高い

が大きい低所

（

得世帯の方々に対し、

令

速やかに生活・暮らし

和

必要性 ・市民ニーズ、

５

社会需要 の支援を行う

年

必要性がある。
・市民

度

生活上必要である　な

評

ど

　住民基本台帳に記

価

録されている市町村に

）

おいて、住民税
・コス

刈

トの節減、費用対効果

谷

高い
非課税世帯等に対

市

して行う事業であり、

事

適正に事業を実施
効率

務

性 ・執行体制の効率性

事

するための執行体制を

業

整えている。
・手段の

評

最適性　など

　国の物

価

価高騰に対する経済対

シ

策として、国が定めた

ー

交付
・市が主体となっ

ト

て実施する
高い

金要領

（

で実施主体が市町村と

様

されている。
妥当性 　

式

べき事業であるか
・総

２

合計画との整合性　な

）

ど

　効率的に事務を進

会

め速やかに支給するこ

計

とで、事業の目

施策へ

名

の ・施策への貢献度
高

担

い
的である低所得世帯

当

の方々が速やかに生活

部

・暮らしの支援
・目標

福

達成度 が受けられるよ

祉

うにすることができる

健

ため、施策への貢献
貢

康

献度 ・市民サービスへ

部

の効果　など 度は高い

一

。

今後の方向性 □拡充

般

　□現状維持　□改善

会

・効率化　■縮小　□

計

終期設定　□休止・廃

担

止

　本事業は国が定め

当

た時限的な事業であり

課

、令和6年度中に終了

生

。

活福祉

Ｃ
 
　
Ｈ

課

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

款

　
∧
　
評
　
価
　
∨

項 目 担当係 生活支援係

3 1 8

電力・ガス・食料品等



計 18,435,374 円
需用費 1,181,011 円

財
　
源

特定財源 0 0 18,435 4,059 役務費 16,643,979 円
委託料 235,389 円

一般財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 374,995 円

職員人件費　② 0 0 11,433 1,745

総事業費（①＋②） 0 0 29,868 5,804

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金（国）

７年度以降の事業費見込 0 物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金（国）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

電力・ガス・食料品等価格高騰低所得世帯

支援給付金支給事務事業

令和６年度

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

（

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

令

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

和

合計画
分野 福祉安心

基

５

本施策 地域福祉
施策体

年

系
施策の内容 生活困窮

度

者への支援

目
　
　
　
的

評

　電力・ガス・食料品

価

等価格高騰低所得世帯

）

主
た
る
内
容

　電力・ガ

刈

ス・食料品等価格高騰

谷

低所得世帯
支援給付金

市

を適切に支給する。 支

事

援給付金の支給に係る

務

事務を行う。

位
置
づ
け

事

関連計画

根拠法令

対象

業

者 事業期間 令和５年度

評

～ 令和６年度

実施方法

価

■直営　□委託　□指

シ

定管理　□補助・助成

ー

　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事

名

　
業
　
実
　
績

３年度実

担

績 ４年度実績 ５年度実

当

績 ６年度計画

　 　 電力

部

・ガス・食料品等価格

福

高 （Ｒ5繰越分）
　 　

祉

騰低所得世帯支援給付

健

金の支 電力・ガス・食

康

料品等価格高
　 　 給 騰

部

低所得世帯支援給付金

一

を適
　 　 ・6月1日を

般

基準日とした給付 切に

会

支給する。
　　　――

計

――――― 　　　――

担

――――― 　非課税世

当

帯　　8,920世帯

課

　家計急変世帯　　 

生

17世帯
・12月1日

活

を基準日とした給付
　

福

非課税世帯　　9,4

祉

64世帯
　※令和5年

課

度予算

　住民税非課税

款

世帯等に対する給付金

項

を対象者に適正に支給

目

することができた。

成

担

果

課題

指標名称（単位

当

）
実績値 目標値

３年度

係

４年度 ５年度 ６年度 ８

生

年度

活動
指標
活動
指標

活

他市との
比較検証

支援係

3 1 8

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 18,435 4,059 合



価格高騰低所得世帯

支援給付金支給事務事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

令

各視点からの評価 評価

和

の理由

　電力・ガス・

６

食料品等の価格高騰に

年

より、家計への影響
・

度

法的業務
高い

が大きい

（

低所得世帯の方々に対

令

し、速やかに生活・暮

和

らし
必要性 ・市民ニー

５

ズ、社会需要 の支援を

年

行う必要性がある。
・

度

市民生活上必要である

評

　など

　住民基本台帳

価

に記録されている市町

）

村において、住民税
・

刈

コストの節減、費用対

谷

効果
高い

非課税世帯等

市

に対して行う事業であ

事

り、適正に事業を実施

務

効率性 ・執行体制の効

事

率性 するための執行体

業

制を整えている。
・手

評

段の最適性　など

　国

価

の物価高騰に対する経

シ

済対策として、国が定

ー

めた交付
・市が主体と

ト

なって実施する
高い

金

（

要領で実施主体が市町

様

村とされている。
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

・総合計画との整合性

）

　など

　効率的に事務

会

を進め速やかに支給す

計

ることで、事業の目

施

名

策への ・施策への貢献

担

度
高い

的である低所得

当

世帯の方々が速やかに

部

生活・暮らしの支援
・

福

目標達成度 が受けられ

祉

るようにすることがで

健

きるため、施策への貢

康

献
貢献度 ・市民サービ

部

スへの効果　など 度は

一

高い。

今後の方向性 □

般

拡充　□現状維持　□

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　■休止

担

・廃止

　本事業は国が

当

定めた時限的な事業で

課

あり、令和6年度中に

生

終了。

活福祉

Ｃ
 

課

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

款

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

項 目 担当係 生活支援係

3 1 8

電力・ガス・食料品等



生

。

課題

指標名称（単位

活

）
実績値 目標値

３年度

支

４年度 ５年度 ６年度 ８

援

年度

活動
指標
活動
指標

係

他市との
比較検証

3 1 9

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 199,750 100,250 合計 199,750,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 130,300 100,250 交付金 199,750,000 円

一般財源 0 0 69,450 0

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 199,750 100,250

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金（国）

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安心

基本施策

和

地域福祉
施策体系

施策

５

の内容 生活困窮者への

年

支援

目
　
　
　
的

　経済

度

対策の一環として、住

評

民税非課税世帯

主
た
る

価

内
容

○令和5年度の住

）

民税均等割非課税世帯

刈

（以
と同様にエネルギ

谷

ー・食料品の価格高騰

市

の負   下「住民税非

事

課税世帯」という。）

務

以外の
担感が大きい低

事

所得世帯や、住民税非

業

課税等   世帯であっ

評

て、個人住民税所得割

価

が課せら
の子育て世帯

シ

の負担の軽減を図るた

ー

め給付金   れていな

ト

い者のみで構成される

（

世帯（以下
を支給する

様

。  「均等割のみ課税

式

世帯」という。）に対

１

し、
  1世帯当たり

）

10万円を支給する。

会

○令和5年度における

計

住民税非課税世帯及び

名

  均等割のみ課税世

担

帯へ18歳以下のこど

当

も1
  人当たり5万

部

円を支給する。

位
置
づ

福

け

関連計画

根拠法令

対

祉

象者 事業期間 令和５年

健

度 ～ 令和６年度

実施方

康

法 ■直営　□委託　□

部

指定管理　□補助・助

一

成　□その他

般会計
物価高騰対

Ｂ
　

応

事
　
業
　
実
　
績

３年度

重

実績 ４年度実績 ５年度

点

実績 ６年度計画

　 　 物

支

価高騰対応重点支援給

援

付金 （Ｒ5繰越分）
　

給

　 の支給 物価高騰対応

付

重点支援給付金
　 　 ・

金

均等割のみ課税世帯 の

支

支給
　 　 　　　　　　

給

　　　1,283世帯

事

　　　―――――――

業

　　　―――――――

担

・非課税世帯への子ど

当

も加算
　　　　　　子

課

ども1,226人分
・

生

均等割のみ課税世帯へ

活

の子
  ども加算　　

福

子ども203人分

　住

祉

民税均等割のみ課税世

課

帯等に対する給付金を

款

対象者に適正に支給す

項

ることができた。

成果

目

  住民税非課税等の

担

子育て世帯に対する給

当

付金を対象者に適正に

係

支給することができた



活支援係

3 1 9

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　物価高騰により、家

和

計への影響が大きい低

６

所得世帯の方
・法的業

年

務
高い

々に対し、速や

度

かに生活・暮らしの支

（

援を行う必要性があ
必

令

要性 ・市民ニーズ、社

和

会需要 る。
・市民生活

５

上必要である　など

　

年

住民基本台帳に記録さ

度

れている市町村におい

評

て、住民税
・コストの

価

節減、費用対効果
高い

）

均等割のみ課税世帯等

刈

に対して行う事業であ

谷

り、適正に事
効率性 ・

市

執行体制の効率性 業を

事

実施するための執行体

務

制を整えている。
・手

事

段の最適性　など

　国

業

の物価高騰に対する経

評

済対策として、国が定

価

めた交付
・市が主体と

シ

なって実施する
高い

金

ー

要領で実施主体が市町

ト

村とされている。
妥当

（

性 　べき事業であるか

様

・総合計画との整合性

式

　など

　効率的に事務

２

を進め速やかに支給す

）

ることで、事業の目

施

会

策への ・施策への貢献

計

度
高い

的である低所得

名

世帯の方々が速やかに

担

生活・暮らしの支援
・

当

目標達成度 が受けられ

部

るようにすることがで

福

きるため、施策への貢

祉

献
貢献度 ・市民サービ

健

スへの効果　など 度は

康

高い。

今後の方向性 □

部

拡充　□現状維持　□

一

改善・効率化　□縮小

般

　□終期設定　■休止

会

・廃止

　本事業は国が

計

定めた時限的な事業で

物

あり、令和6年度中に

価

終了。

高騰対

Ｃ
 

応

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

重

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

点支援給付金支給事業
担当課 生活福祉課

款 項 目 担当係 生



当

計 5,409,683

係

 円
需用費 323,6

生

16 円

財
　
源

特定財

活

源 0 0 321 2,98

支

6 役務費 1,538,

援

512 円
委託料 3,

係

547,555 円

一

3

般財源 0 0 5,089

1

0

職員人件費　② 0 0

9

8,594 15,910

総事業費（①＋②） 0 0 14,004 18,896

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金（国）

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 福祉安心

基本

和

施策 地域福祉
施策体系

５

施策の内容 生活困窮者

年

への支援

目
　
　
　
的

　

度

物価高騰対応重点支援

評

給付金を適切に支給

主

価

た
る
内
容

　物価高騰対

）

応重点支援給付金の支

刈

給に係る
する。 事務を

谷

行う。

位
置
づ
け

関連計

市

画

根拠法令

対象者 事業

事

期間 令和５年度 ～ 令和

務

６年度

実施方法 ■直営

事

　□委託　□指定管理

業

　□補助・助成　□そ

評

の他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　

）

実
　
績

３年度実績 ４年

会

度実績 ５年度実績 ６年

計

度計画

　 　 物価高騰対

名

応重点支援給付金 （Ｒ

担

5繰越分）
　 　 の支給

当

物価高騰対応重点支援

部

給付金
　 　 ・均等割の

福

み課税世帯 を適切に支

祉

給する。
　 　 　　　　

健

　　　　　1,283

康

世帯
　　　―――――

部

―― 　　　―――――

一

―― ・非課税世帯への

般

子ども加算
　　　　　

会

　子ども1,226人

計

分
・均等割のみ課税世

物

帯への子
  ども加算

価

        　　

高

　子ども203人分

　

騰

住民税均等割のみ課税

対

世帯等に対する給付金

応

を対象者に適正に支給

重

することができた。

成

点

果
  住民税非課税等

支

の子育て世帯に対する

援

給付金を対象者に適正

給

に支給することができ

付

た。

課題

指標名称（単

金

位）
実績値 目標値

３年

支

度 ４年度 ５年度 ６年度

給

８年度

活動
指標
活動
指

事

標

他市との
比較検証

務事業
担当課 生活福

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

祉

ト

単位：千円
３年度 ４

課

年度 ５年度 ６年度 ５年

款

度

（決算） （決算） （

項

決算） （予算） 事業費

目

内訳

事業費　① 0 0 5

担

,410 2,986 合



係 生活支援係

3 1 9

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　物価高騰により

和

、家計への影響が大き

６

い低所得世帯の方
・法

年

的業務
高い

々に対し、

度

速やかに生活・暮らし

（

の支援を行う必要性が

令

あ
必要性 ・市民ニーズ

和

、社会需要 る。
・市民

５

生活上必要である　な

年

ど

　住民基本台帳に記

度

録されている市町村に

評

おいて、住民税
・コス

価

トの節減、費用対効果

）

高い
均等割のみ課税世

刈

帯等に対して行う事業

谷

であり、適正に事
効率

市

性 ・執行体制の効率性

事

業を実施するための執

務

行体制を整えている。

事

・手段の最適性　など

業

　国の物価高騰に対す

評

る経済対策として、国

価

が定めた交付
・市が主

シ

体となって実施する
高

ー

い
金要領で実施主体が

ト

市町村とされている。

（

妥当性 　べき事業であ

様

るか
・総合計画との整

式

合性　など

　効率的に

２

事務を進め速やかに支

）

給することで、事業の

会

目

施策への ・施策への

計

貢献度
高い

的である低

名

所得世帯の方々が速や

担

かに生活・暮らしの支

当

援
・目標達成度 が受け

部

られるようにすること

福

ができるため、施策へ

祉

の貢献
貢献度 ・市民サ

健

ービスへの効果　など

康

度は高い。

今後の方向

部

性 □拡充　□現状維持

一

　□改善・効率化　□

般

縮小　□終期設定　■

会

休止・廃止

　本事業は

計

国が定めた時限的な事

物

業であり、令和6年度

価

中に終了。

高騰対応

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

重

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

点

　
∨

支援給付金支給事務事業
担当課 生活福祉課

款 項 目 担当



2

.09‰
比較検証 　　

生

碧南市：3.60‰　

活

　　 知立市：4.7

保

7‰
　　安城市：4.

護

20‰　　　 高浜市

第

：4.59‰

２係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,114,728 1,165,697 1,220,151 1,434,388 合計 1,220,151,163 円
扶助費 1,220,151,163 円

財
　
源

特定財源 861,338 916,095 924,899 1,102,138

一般財源 253,390 249,602 295,252 332,250

職員人件費　② 46,182 45,928 46,805 47,296

総事業費（①＋②） 1,160,910 1,211,625 1,266,956 1,481,684

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 生活保護費国庫負担金（国）
生活保護費県負担金（県）

７年度以降の事業費見込 0 生活保護費返還金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安心

基本施策

和

地域福祉
施策体系

施策

５

の内容 生活困窮者への

年

支援

目
　
　
　
的

　生活

度

に困窮する人に、その

評

困窮の程度に応

主
た
る

価

内
容

　生活扶助費、教

）

育扶助費、住宅扶助費

刈

、医
じ必要な保護を行

谷

い、健康で文化的な最

市

低限 療扶助費、出産扶

事

助費、生業扶助費、葬

務

祭扶
度の生活を保障す

事

るとともに、その自立

業

を助 助費、介護扶助費

評

及び保護施設事務費等

価

を支
長する。 給する。

シ

位
置
づ
け

関連計画  

根

ー

拠法令 生活保護法

対象

ト

者 生活保護受給者 事業

（

期間 ～

実施方法 ■直営

様

　□委託　□指定管理

式

　□補助・助成　□そ

１

の他

）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業
　

祉

実
　
績

３年度実績 ４年

健

度実績 ５年度実績 ６年

康

度計画

生活保護費を適

部

正に支給した｡生活保

一

護費を適正に支給した

般

｡生活保護費を適正に

会

支給した｡生活保護費

計

を適正に支給して
・保

生

護世帯数　516世帯

活

・保護世帯数　543

保

世帯 ・保護世帯数　5

護

25世帯 生活保護世帯

措

への自立助長を
・保護

置

人員　　　638人 ・

事

保護人員　　　658

業

人 ・保護人員　　　6

担

21人 支援する。

　生

当

活保護受給者に対し、

課

窓口相談や家庭訪問等

生

を行って世帯の状況を

活

把握し、適正に各種扶

福

助費を支給した。

成果

祉

　生活保護受給世帯の

課

うち、高齢者世帯（6

款

5歳以上のみの世帯）

項

が5割を超えており、

目

今後も受給者の高齢化

担

が予想され

ることから

当

、より一層高齢者に関

係

する制度の把握に努め

生

、年金等の関係制度の

活

活用を図っていく必要

保

がある。
課題

指標名称

護

（単位）
実績値 目標値

第

３年度 ４年度 ５年度 ６

１

年度 ８年度

指標

指標
　

係

令和6年3月末保護率

3

（単位‰は千分率）
他

3

市との 　　刈谷市：4



生活保護第２係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　生活保護制度は国か

和

らの法定受託事務であ

６

り、かつ、生
・法的業

年

務
高い

活困窮者に対し

度

て、最低限度の生活を

（

保障するとともに、
必

令

要性 ・市民ニーズ、社

和

会需要 その自立を助長

５

することを目的とした

年

制度であるため、必
・

度

市民生活上必要である

評

　など 要性の高い事業

価

である。

　生活保護制

）

度の運営は、国から示

刈

される通知等に基づい

谷

・コストの節減、費用

市

対効果
高い

て実施され

事

るものであり、適正に

務

行うための執行体制等

事

を
効率性 ・執行体制の

業

効率性 整えているため

評

、効率性が高い。
・手

価

段の最適性　など

　生

シ

活保護制度は国からの

ー

法定受託事務であり、

ト

かつ、生
・市が主体と

（

なって実施する
高い

活

様

困窮者に対する最後の

式

セーフティネットであ

２

るため、市
妥当性 　べ

）

き事業であるか が主体

会

となって実施すること

計

は妥当性が高い。
・総

名

合計画との整合性　な

担

ど

　生活困窮者の生活

当

安定を図り、就労等の

部

自立支援を行っ

施策へ

福

の ・施策への貢献度
高

祉

い
ていることから、施

健

策への貢献度が高い。

康

・目標達成度
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 □

般

拡充　□現状維持　■

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

生

・廃止

　就労による自

活

立にこだわらず、稼働

保

年齢を超えた高齢者を

護

含めた就労できそうな

措

者を抽出し、就労支援

置

を行う。一
般就労が難

事

しい就労可能な傷病・

業

障害者に対しても福祉

担

的就労を目指せるよう

当

支援を行う。また、新

課

型コロナウイル
ス感染

生

状況を踏まえた保護の

活

弾力的な運用等、生活

福

保護業務等の取扱いに

祉

ついて、国等の動向に

課

注視する。

款 項 目 担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

当

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

係

　
∨

生活保護第１係

3 3 2



援を行った。

成果

　地域社会のつながりの希薄化や、活動の負担感などから、保護司のなり手確保や更女会員の新規発掘が困難な状況にあ

る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

 
指標

 
指標

      　  人口       現員数  　               人口　　 　現員数
他市との 刈谷市　 152,628人　　39人　　　　　安城市   188,010人 　 53人
比較検証 碧南市    72,382人 　 23人 　　　　 知立市　  72,302人 　 21人

高浜市    49,211人 　 14人

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 785 1,376 1,981 2,368 合計 1,981,270 円
報酬 32,000 円

財
　
源

特定財源 404 393 418 409 報償費 4,000 円
旅費 3,440 円

一般財源 381 983 1,563 1,959 需用費 710,868 円
役務費 17,867 円

職員人件費　② 6,965 6,174 1,611 3,2

Ｄ

95 委託料 47,46

　

5 円
使用料及び賃借

　

料 9,317 円

総事

　

業費（①＋②） 7,7

Ｏ

50 7,550 3,5

　

92 5,663 負担金

　

、補助及び
交付金 1,

∧

156,313 円

建

　

設
事
業

全体事業費（単

　

位：千円） 0 ５年度特

実

定財源名称

５年度まで

　

の累積事業費 0 光熱水

　

費実費徴収金

７年度以

施

降の事業費見込 0

　
　
∨

令和

Ｐ

６

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安心

基本施策

令

生活安全
施策体系

施策

和

の内容 防犯対策の推進

５

目
　
　
　
的

　更生保護

年

活動の増進により、犯

度

罪や非行の

主
た
る
内
容

評

　保護司会及び更生保

価

護女性会の行う更生保

）

ない明るい社会の実現

刈

を図る。 護活動並びに

谷

研修活動等に対し、補

市

助金を交
付する。
　保

事

護司会、更生保護女性

務

会の事務局として
各会

事

の活動を支援する。

位

業

置
づ
け

関連計画  

根拠

評

法令 保護司法

対象者 更

価

生保護関係団体 事業期

シ

間 ～

実施方法 ■直営　

ー

□委託　□指定管理　

ト

■補助・助成　□その

（

他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実

当

　
績

３年度実績 ４年度

部

実績 ５年度実績 ６年度

福

計画

・保護司会 ・保護

祉

司会 ・保護司会 ・保護

健

司会
　・総会、理事・

康

役員会 　・総会、理事

部

・役員会 　・総会、理

一

事・役員会 　・総会、

般

理事・役員会
　・研修

会

会（定例3） 　・研修

計

会（定例3） 　・研修

保

会（定例3、視察3）

護

　・研修会（定例3、

司

視察2）
　・社明運動

活

啓発活動 　・社明運動

動

啓発活動 　・社明運動

事

啓発活動 　・社明運動

業

啓発活動
・更生保護女

担

性会 ・更生保護女性会

当

・更生保護女性会 ・更

課

生保護女性会
　・総会

生

、理事会 　・総会、理

活

事会 　・総会、理事会

福

　・総会、理事会
　・

祉

社明運動啓発活動 　・

課

研修会（視察2） 　・

款

研修会（視察2） 　・

項

研修会（視察2）
　・

目

岡崎自啓会支援 　・社

担

明運動啓発活動 　・社

当

明運動啓発活動 　・社

係

明運動啓発活動
　・手

生

作り物資支援 　・岡崎

活

自啓会支援 　・岡崎自

支

啓会支援 　・岡崎自啓

援

会支援
　・手作り物資

係

支援 　・ひよこ集会 　

3

・ひよこ集会
　保護司

1

会や更生保護女性会に

1

対し、活動費及び啓発物品購入費の補助を行い、更生保護活動の支



市としては例年実施なし（遺族連合会が「平和祈念式典」を開催）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 561 617 671 合計 617,247 円
需用費 62,007 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 35,200 円
委託料 491,040 円

一般財源 0 561 617 671 使用料及び賃借料 29,000 円

職員人件費　② 757 904 875 884

総事業費（①＋②） 757 1,465 1,492 1,555

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 地域福祉
施策体系

施

和

策の内容 福祉の心の醸

５

成

目
　
　
　
的

　戦没者

年

追悼式を開催し、戦没

度

者に対する追

主
た
る
内

評

容

　毎年1回、戦没者

価

遺族を招いて、戦没者

）

追悼
悼及び恒久平和の

刈

確立を図る。 式を開催

谷

し、千余柱の戦没者に

市

追悼の意を表
すととも

事

に恒久平和を祈念する

務

。

位
置
づ
け

関連計画  

事

根拠法令  

対象者 戦没

業

者遺族 事業期間 ～

実施

評

方法 ■直営　□委託　

価

□指定管理　□補助・

シ

助成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

３年

名

度実績 ４年度実績 ５年

担

度実績 ６年度計画

・戦

当

没者追悼式 ・戦没者追

部

悼式 ・戦没者追悼式 ・

福

戦没者追悼式
　  1

祉

0/26開催中止 　 

健

 10/25開催 　 

康

 10/24開催 　　

部

10/22開催予定
　

一

　　（産業振興センタ

般

ー） 　　　（産業振興

会

センター） 　　　（産

計

業振興センター） 　　

戦

　（産業振興センター

没

）
　・遺族会員　43

者

1人 　・参列者数　 

追

94人 　・参列者数　

悼

 91人
　・遺族会員

式

　390人 　・遺族会

事

員　372人

　追悼式

業

の実施により、戦没者

担

に対する追悼及び恒久

当

平和を遺族連合会等関

課

係者と祈念することが

生

できた。

成果

　遺族会

活

員数の減少は避けられ

福

ないため、追悼式の継

祉

続開催に向け遺族連合

課

会等関係者と相談しな

款

がら今後の開催時期や

項

方法を検討していく必

目

要がある。
課題

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

３年度 ４年度 ５年度

係

６年度 ８年度

活動 追悼

生

式遺族参列者数（人）

活

0 94 91 120 15

支

0
指標

 
指標

　西尾市

援

、高浜市･･･「戦没

係

者追悼式」
他市との  

3

 知立市･･･「平和

1

祈念式」、碧南市･･

1

･「平和祈念祭」
比較検証 　安城市･･･ 



第

年度

 
指標

 
指標

　本

１

事業は、特定中国残留

係

邦人等及びその配偶者

3

が対象であり、国で定

1

められた基準により均

1

一的に事業が
他市との

生

実施されることから、

活

他市と水準比較を行う

保

べき項目もないため、

護

他市との比較検証は行

第

っていない。
比較検証

２係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,751 6,432 35,331 37,026 合計 35,330,693 円
報償費 177,840 円

財
　
源

特定財源 4,478 4,982 26,714 28,207 扶助費 35,152,853 円

一般財源 1,273 1,450 8,617 8,819

職員人件費　② 908 904 921 930

総事業費（①＋②） 6,659 7,336 36,252 37,956

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 生活保護費等負担金（国）
中国残留邦人等地域生活支援

７年度以降の事業費見込 0 事業費等補助金（国）
支援・相談員業務委託金(県)

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

度

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

（

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

令

要

総合計画
分野 福祉安

和

心

基本施策 地域福祉
施

５

策体系
施策の内容 生活

年

困窮者への支援

目
　
　

度

　
的

　中国残留邦人等

評

の置かれている特別な

価

事情

主
た
る
内
容

　生活

）

支援給付、住宅支援給

刈

付、医療支援給
に鑑み

谷

て、特定中国残留邦人

市

等及びその配偶 付、介

事

護支援給付、その他支

務

援給付等を支給
者が、

事

日本で円滑な社会生活

業

を営むことがで する。

評

きるよう生活を支援す

価

る。 　【根拠法令】中

シ

国残留邦人等の円滑な

ー

帰国
の促進並びに永住

ト

帰国した中国残留邦人

（

等及
び特定配偶者の自

様

立の支援に関する法律

式

位
置
づ
け

関連計画  

根

１

拠法令 主たる内容欄※

）

参照

対象者 中国残留邦

会

人等 事業期間 平成２０

計

年度 ～

実施方法 ■直営

名

　□委託　□指定管理

担

　□補助・助成　□そ

当

の他

部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

３年度実績 ４年

計

度実績 ５年度実績 ６年

中

度計画

・支援対象　3

国

世帯　5人 ・支援対象

残

　3世帯　5人 ・支援

留

対象　3世帯　5人 支

邦

援給付費を適正に支給

人

し、
・生活支援給付参

等

加回数 ・生活支援給付

支

参加回数 ・生活支援給

援

付参加回数 中国残留邦

給

人等が社会生活を
　　

付

　　　　　　　　　 

事

0回 　　　　　　　　

業

　　　24回 　　　　

担

　　　　　　120回

当

円滑に営むことができ

課

るよう
支援する。

　支

生

援相談員と協力して、

活

定期的な家庭訪問や必

福

要に応じた相談を行い

祉

、支援対象世帯の現状

課

を把握し、生活、住宅

款

、医

成果
療などに係る

項

各種の支援給付を行っ

目

た。

　支援対象者の高

担

齢化が進んでおり、今

当

後医療や介護について

係

対応できるよう支援を

生

行っていく必要がある

活

。

課題

指標名称（単位

保

）
実績値 目標値

３年度

護

４年度 ５年度 ６年度 ８



決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 950 950 950 950 合計 950,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 950,000 円

一般財源 950 950 950 950

職員人件費　② 1,741 1,732 1,573 1,613

総事業費（①＋②） 2,691 2,682 2,523 2,563

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 市民活動・

５

地域活動の推進

目
　
　

年

　
的

　福祉関係団体の

度

活動に対する補助によ

評

り、

主
た
る
内
容

　愛血

価

友の会、遺族連合会の

）

活動に対して補
社会福

刈

祉の向上を図る。 助金

谷

を交付する。

位
置
づ
け

市

関連計画  

根拠法令  

事

対象者 福祉関係団体 事

務

業期間 ～

実施方法 ■直

事

営　□委託　□指定管

業

理　□補助・助成　□

評

その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業

）

　
実
　
績

３年度実績 ４

会

年度実績 ５年度実績 ６

計

年度計画

・愛血友の会

名

　　500,000円

担

・愛血友の会　　50

当

0,000円 ・愛血友

部

の会　　500,00

福

0円 予算額
　献血　延

祉

べ34回 1,494

健

人 　献血　延べ39回

康

 1,546人 　献血

部

　延べ47回 1,9

一

84人 ・愛血友の会　

般

　500,000円
・

会

遺族連合会　　450

計

,000円 ・遺族連合

福

会　　450,000

祉

円 ・遺族連合会　　4

団

50,000円 ・遺族

体

連合会　　450,0

補

00円
　会員431人

助

  会員390人   

事

会員372人

　各団体

業

への補助により、各団

担

体が活動を行うことが

当

できた。

成果

　会員の

課

高齢化と、それに伴う

生

会員数の減少により、

活

会の運営の担い手が限

福

定的になっている団体

祉

がある。

課題

指標名称

課

（単位）
実績値 目標値

款

３年度 ４年度 ５年度 ６

項

年度 ８年度

指標
 

指標

目

 
他市との
比較検証

担当係 生活支援係

3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

1

ト

単位：千円
３年度 ４

1

年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （



１

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

係

ス
　
ト

単位：千円
３年

3

度 ４年度 ５年度 ６年度

3

５年度

（決算） （決算

1

） （決算） （予算） 事

生

業費内訳

事業費　① 0

活

1,273 2,750

保

0 合計 2,749,6

護

37 円
役務費 65,

第

087 円

財
　
源

特定

２

財源 0 1,273 1,

係

563 0 委託料 2,684,550 円

一般財源 0 0 1,187 0

職員人件費　② 0 1,506 1,535 0

総事業費（①＋②） 0 2,779 4,285 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 社会保障・税番号制度システ
ム整備費補助金（国）

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

度

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

（

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

令

総合計画
分野 福祉安心

和

基本施策 地域福祉
施策

５

体系
施策の内容 生活困

年

窮者への支援

目
　
　
　

度

的

　生活保護措置事業

評

を適正に運営するため

価

、

主
た
る
内
容

　令和5

）

年10月施行の生活扶

刈

助基準の見直しに
生活

谷

保護システムを一部改

市

良する。 対応するため

事

、生活保護システムを

務

改修する
。

位
置
づ
け

関

事

連計画

根拠法令 生活保

業

護法

対象者 市職員 事業

評

期間 平成２５年度 ～

実

価

施方法 □直営　■委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

担

年度実績 ４年度実績 ５

当

年度実績 ６年度計画

　

部

生活保護システム改修

福

生活保護システム改修

祉

　
　 ・12節　委託料

健

・11節　役務費 　
　

康

　1,095,600

部

円 　65,087円 　

一

　 ・17節　備品購入

般

費 ・12節　委託料 　

会

　　　―――――――

計

　177,100円 　

生

1,821,050円

活

　　　―――――――

保

（Ｒ4繰越分　863

護

,500円）
・制度改

シ

正対応版生活保護シ
ス

ス

テムの環境設定
・統合

テ

専用端末の環境設定

　

ム

生活扶助基準の見直し

改

に対応し、正確な保護

修

費の支給ができた。

成

事

果

課題

指標名称（単位

業

）
実績値 目標値

３年度

担

４年度 ５年度 ６年度 ８

当

年度

指標

指標
　刈谷市

課

と他市の生活保護シス

生

テムについては、シス

活

テムの規模、システム

福

業者、システム機能等

祉

に相違が
他市との あり

課

、同一の水準による比

款

較検証ができないこと

項

から、他市との検証は

目

行っていない。
比較検

担

証

当係 生活保護第



1

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 防災
施策体系

施

和

策の内容 防災体制の充

５

実

目
　
　
　
的

　災害に

年

より被害を受けた市民

度

を援護する。

主
た
る
内

評

容

　災害により被害を

価

受けた市民へ災害援護

）

資
金の貸付を行う。

位

刈

置
づ
け

関連計画  

根拠

谷

法令 災害弔慰金の支給

市

等に関する法律、刈谷

事

市災害弔慰金の支給等

務

に関する条例

対象者 市

事

民 事業期間 ～

実施方法

業

■直営　□委託　□指

評

定管理　□補助・助成

価

　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

３年度実

計

績 ４年度実績 ５年度実

名

績 ６年度計画

　 　 　 　

担

　 　 　 　
　 　 　 　
　 　

当

　 　
　　　―――――

部

―― 　　　―――――

福

―― 　　　―――――

祉

―― 　　　―――――

健

――

　事業を実施する

康

災害は発生しなかった

部

。

成果

 

課題

指標名称

一

（単位）
実績値 目標値

般

３年度 ４年度 ５年度 ６

会

年度 ８年度

指標
 

指標

計

他市との
比較検証

災害援護資金貸付

Ｃ

事

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

業

単位：千円
３年度 ４年

担

度 ５年度 ６年度 ５年度

当

（決算） （決算） （決

課

算） （予算） 事業費内

生

訳

事業費　① 0 0 0 2

活

,500 合計 0 円

財

福

　
源

特定財源 0 0 0 0

祉

一般財源 0 0 0 2,5

課

00

職員人件費　② 0

款

0 0 47

総事業費（①

項

＋②） 0 0 0 2,54

目

7

建
設
事
業

全体事業費

担

（単位：千円） 0 ５年

当

度特定財源名称

５年度

係

までの累積事業費 0

７

生

年度以降の事業費見込

活

0

支援係

3 4



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 75 2,645 25 11,000 合計 25,000 円
扶助費 25,000 円

財
　
源

特定財源 0 1,875 0 7,125

一般財源 75 770 25 3,875

職員人件費　② 757 753 31 543

総事業費（①＋②） 832 3,398 56 11,543

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 防災
施策体系

施策の

和

内容 防災体制の充実

目

５

　
　
　
的

　災害により

年

被害を受けた市民を援

度

護する。

主
た
る
内
容

　

評

災害により被害を受け

価

た市民に対して災害
弔

）

慰金、災害見舞金及び

刈

生活再建支援金の支
給

谷

を行う。

位
置
づ
け

関連

市

計画  

根拠法令 刈谷市

事

災害弔慰金の支給等に

務

関する条例、刈谷市被

事

災者生活再建支援金支

業

給要綱

対象者 市民 事業

評

期間 昭和４９年度 ～

実

価

施方法 ■直営　□委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

担

年度実績 ４年度実績 ５

当

年度実績 ６年度計画

災

部

害見舞金　　　  7

福

5,000円 災害弔慰

祉

金 災害見舞金 予算額
・

健

2～4人世帯 ・世帯主

康

以外　  2,500

部

,000円・2～4人

一

世帯 ・災害見舞金　　

般

3,000,000円

会

　火災全焼　1件　 

計

45,000円 災害見

災

舞金　　  　145

害

,000円　火災半焼

援

　1件　  25,0

護

00円・災害弔慰金　

助

　5,000,000

成

円
・1人世帯 ・2～4

事

人世帯 ・被災者生活再

業

建支援金
　火災全焼　

担

1件　 30,000

当

円 　火災全焼　2件　

課

  90,000円 　

生

　　　　　　　3,0

活

00,000円
　火災

福

入院　1件　  25

祉

,000円
・1人世帯

課

　火災全焼　1件　 

款

 30,000円

　火

項

災等発生による被災者

目

に対し、見舞金を支給

担

し被災後の支援を行う

当

ことができた。

成果

　

係

大規模災害が発生した

生

場合に、弔慰金や見舞

活

金を迅速に支給するた

支

めの体制を整える必要

援

がある。

課題

指標名称

係

（単位）
実績値 目標値

3

３年度 ４年度 ５年度 ６

4

年度 ８年度

 
指標

 
指

1

標

他市との
比較検証


